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１．当社事業の紹介
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積水化学グループの目指す姿
⻑期ビジョン「Vision 2030」

Innovation for the Earth
ビジョンステートメント

サステナブルな社会の実現に向けて、

LIFEの基盤を支え、

“未来につづく安心”を創造します
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売上構成

全社売上高1兆2,977億円。売上高では住宅が約4割を占めます。
営業利益では高機能プラスチックスが約5割。

※2025年3月期連結ベース

住宅

パイプ・システムズ

インフラ・リニューアル

住・インフラ複合材

リフォーム 住生活 レジデンシャル（まちづくり・不動産）

インダストリアル
モビリティ

エレクトロニクス

エネルギー

メディカル

最終製品

素材・部材
コーポレート

1,067億円
（消去等△208億円）

高機能プラスチックス カ
ンパニー

4,473億円

住宅カンパニー

5,240億円

環境・ ライフライン

カンパニー

2,404億円
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グローバル展開

欧・米・中国・東南アジアに地域統括会社を設置。
⻑期ビジョン「Vision 2030」では2030年に海外売上高を1兆円にすることを目指しています。

欧州エリア

16社1,037億円

鉄道向け合成木材
（FFU） 事業の拡大
（オランダ）

一大拠点のオランダでイ
ノベーション推進
（オランダ）

アジアエリア

28社1,682億円

メディカル検査事業の展開
を強化 （中国）

⼯業化住宅の普及に挑戦
（タイ）

その他エリア

3社103億円

北⽶エリア

19社1,412億円

航空機向け事業強化
（⽶国）

海外売上高海外グループ会社数

※2025年3月期
海外売上高︓連結ベース
海外グループ会社数︓連結＋非連結ベース

●海外売上⾼︓4,231億円（売上高⽐率 約30％）
●海外グループ会社︓66社

管路更⽣事業の展開
（⽶国）



高機能プラスチックスカンパニーのグローバル展開
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品質保証部門の社内体制
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当社における品質保証の組織体制
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コー
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人事部

ESG経営素深部

R&Dセンター

生産基盤強化センター CS品質グループ

高
機

能
プ

ラス
チ

ック
ス

技術・CS部 品質グループ

武蔵工場 品質保証部

多賀工場 品質保証

水口工場 品質保証部

環
境

ライ
フラ

イン

技術・CS部

栗東工場

群馬工場

住
宅

技術・CS統括部

セキスイハイム

セキスイボード

セキスイファミエス

コーポレート CS品質グループの方針を
各カンパニー品質グループを通じて展開
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機能全社
システム化要件定義と検証データ堅牢化
品質人材のスキルアップＡＬＣＯＡ
教育の仕組みづくり・体系化モノづくり教育

機能⾼機能プラスチックスカンパニー

データ管理システムの実装
（⾃動化＋堅牢化）

データ堅牢化

コーポ協業＋診断、教育ＡＬＣＯＡ

個別教育の実施・新⼒量評価
・BP交流会

モノづくり教育体系

海外⽐率が高くグローバル化が進む
高機能プラスチックスカンパニーにて事例を発表

全社とカンパニーの機能分け



２．グローバル化で顕在化した品質保証の問題
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ファインケミカル（FC）事業部製品
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液晶デイスプレイ（LCD）断面図
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FC事業での売上推移

グローバル展開で顕在化した品質保証の問題

12

生産量⼤幅に拡⼤
オペレーター人員約2倍へ

生産量拡⼤に伴う品質管理体制の脆弱さ（クレーム増加）

生産量急拡⼤に伴う、生産・品質管理体制弱体
経験年数少ない製造人員多く、トラブル多発
⇒ 未然の流出防⽌ができず、クレームが多発

クレーム件数 外部損失費の推移



グローバル展開で顕在化した品質保証の問題
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グローバル展開で顕在化した品質保証の問題
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環境法令対応の不備

中国

韓国

台湾

FC製造部

①東ｱｼﾞｱへのｻﾝﾌﾟﾙ 多
②新規化学物質の含有 多
③世界的に化審法厳格化 R&Dでも登録要

法令違反の罰則リスク
・製品の出荷停⽌
・罰⾦︓1,000万、禁固刑

法令違反の機会損失リスク
・サンプル出荷停⽌
・量産時に必要量出荷不可

開発部員の法令理解度

0%
25%
50%
75%
100%

海外化審法

理解度
高

理解度
低
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品質保証の個人依存から仕組み化への転換

品質保証の課題
従来は担当者の経験や勘に依存し、品質のばらつきや再発防⽌が
困難であった。

フェーズ1︓品質保証基盤強化
生産管理システム導⼊で検査結果や製造プロセス情報を可視化
し、原因追跡を容易にする。

フェーズ2︓予防型品質保証
FMEAやDRBFM導⼊でリスクを洗い出し、未然防⽌と品質管理
⼒の強化を実現する。

フェーズ3︓法令対応強化
専門組織設⽴やチェック体制構築で社会的要請を満たす品質保
証体制を完成させる。

フェーズ４︓品質ガバナンス強化活動
品証組織の独⽴性を担保し、品質データのデジタル化・堅牢化を
推進して、品質不正リスクの根元断ちをする。

目指した品質保証の姿



４．グローバル化
フェーズ1 品質保証基盤の強化
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生産管理システムの導⼊ SPC管理、トレーサビリティ強化

シール剤
・原料ﾛｯﾄ
・原料計量値
・重要工程
・工程検査
・工程異常・変更
・製品検査

︓

導電微粒⼦
・原料ﾛｯﾄ
・原料計量値
・重要工程
・工程検査
・工程異常・変更
・製品検査

︓

その他製品
・原料ﾛｯﾄ
・原料計量値
・重要工程
・工程検査
・工程異常・変更
・製品検査

︓

すべてのFC製品のSPCﾃﾞｰﾀが本ｼｽﾃﾑに集約

【特徴】
1)全FC製品の製造・検査に関する情報が
本systemに蓄積

2)製品はすべて製造ID、Barcode管理
3)製造ID、製品Lot Noから、製造履歴の
追跡が即時に可能

4)管理図、Cpk、不良率、収率等のが容易
に表示
5)製造現場のどこからでもアクセス可
6)在庫状況、出荷履歴の情報も表示可能
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生産管理システムの導⼊ -製品検査 管理図、CP/CPK-

【管理図】 【CP/CPKグラフ】

【データ一覧表】



フェーズ１ まとめ

フェーズ1︓基盤強化
生産管理システム導⼊で検査結果や製造プロセス情報を可視化し、原因追跡を容易にする

活動の効果︓
・原料から製品までを一元管理し、トレーサビリティを確保
・バーコード連携により誤投⼊・誤計量などの人的ミスを防⽌
・品質管理レベルが向上、顧客監査対応と問い合わせ調査が⼤幅に効率化
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４．グローバル化
フェーズ2 予防型品質保証への転換
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クレーム件数、外部損失費の推移

発生 No. 製品 不具合内容 外損費

人的ミス 顧客要求up 検出⼒不⾜

06上 1 導電 〇 〇

06下 2 スペーサ 〇

3 スペーサ 〇 〇

07上 4 シール材 〇 〇

5 シール材 〇 〇

6 導電 〇 〇

7 スペーサ 〇 〇

不具合主原因
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生産量急拡⼤に伴う、生産・品質管理体制弱体
経験年数少ない製造人員多く、トラブル多発
⇒ 未然の流出防⽌ができず、クレームが多発

クレーム件数 外部損失費の推移



ユーザー要求と製品品質

ﾕｰｻﾞｰ要求（LCDﾒｰｶｰ)

FC製品

あるべき姿

過去 → 現在 → 今後

↑
品
質

ｸﾚｰﾑﾘｽｸ

高画質
薄型化
狭額縁
低コスト
︓

【施策として】

将来のクレームを予測し事前に対策する仕組み→ＦＭＥＡ導⼊

【FMEA導⼊】
将来発生し得る故障モードを事前に分析し、リスクを評価。未然防⽌策を織り込むこと
で、要求レベル向上に先回りした品質保証を実現。

⇒ クレーム未然防⽌・安定品質・顧客満⾜向上

顧客要求レベルと製品品質
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全体統括

（品証課）
シール材 発生防⽌チーム

技術

生産技術

製造

流出防⽌チーム 品証

検査
導電

スペーサ

⼤プロジェクト

FMEAの導⼊（2007年度〜）

注⼒1︓ユーザー要求は上がるため、定期的のﾘｽｸ⾒直し必要（⼤プロ）
注⼒2︓高ﾘｽｸ案件はプロジェクト化により短期集中で対応（小プロ）

→継続的FMEA推進体制を構築（期毎のRL⾒直しと撲滅）

・1回/期 実施
・リスクレベルの⾒直し
・小プロ設定

小プロジェクト（高リスク案件 RL5）1回/月
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FMEAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活動成果（2007年度下期）

期間総人数参加メンバー推進役件数高リスク案件（RL5)

6ケ月14名技術4、製造4、生技2、検査2、品証2品証課3件シール材

6ケ月12名技術5、製造3、生技2、検査1、品証1品証課2件導電

6ケ月12名技術4、製造4、生技2、検査1、品証1品証課1件スペーサ

表 RL5撲滅プロジェクト（小プロ）概要

リスクレベルリスク点数検出
可能性

流出防⽌発生
頻度

発生防⽌厳しさ高リスク案件
（RL5)

RL2420→
14010→5検出⼒の向上

20μm→5μm6→4発生源抽出・改善
原料メーカー管理強化7→7シール材

RL3350→
2525→4検査員教育

検査目合わせ10→8メーカー指導、変更
メッキ条件変更7→7導電

RL3315→
2009→8検査法変更

頻度アップ7→5粒⼦径別分室化
備品類専用化5→5スペーサ

表 RL5撲滅プロジェクト（小プロ）活動成果

→各部署のｷｰﾏﾝ投⼊、短期集中で高ﾘｽｸ案件(RL5)の撲滅達成



近年のFMEA活動状況

参加メンバー︓品証、技術、製造、検査
開催頻度︓1回/月 製品別の部署間連絡会にて進捗報告

リスク評価

担当割

是正方法
検討

是正活動

リスク抽出 リスク評価

担当割

是正方法
検討

是正活動

リスク抽出 リスク評価

担当割

是正方法
検討

是正活動

リスク抽出

シール材 導電微粒子 スペーサ

活動ポイント︓
抽出
１）前期のクレーム、苦情、工程異常はリスクとして抽出
２）変更や変化点（工程、材料）に着目して抽出
リスク評価
１）リスク評価表を共有して、評価レベルを目合わせ
２）部署独⾃のリスクレベルも併記して、実態・実感と合わせる
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高機能プラスチックスCでのFMEA、DRBFM取組み
製品開発規定 DRで区切られるステージゲート管理

ゲート ＤＲ０ ＤＲ１ ＤＲ２ ＤＲ３ ＤＲ４ ＤＲ５

Ａ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ － － ○ ○ ○ ○

量
産
試
作

先
⾏
販
売

本
格
販
売

開
発
テ
ー
マ
化
審
議

事
業
化
計
画
審
議

試
作
・
量
産
試
作
移
⾏
審
議

量
産
試
作
評
価
・
上
市
審
議

初
期
流
動
・
本
格
生
産
化
審
議

ス
テ
ー
ジ

企
画

探
索

開
発

事
業
化

探
索
テ
ー
マ
化
審
議

設計FMEA 設計FMEA 設計FMEA
（工程FMEA）

DRBFM
変更点一覧表

DRBFM
リスク抽出シート

DRBFM
リスク抽出シート
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A：新製品
B：改良品



フェーズ2 まとめ

フェーズ2︓予防型品質保証
FMEAやDRBFM導⼊でリスクを洗い出し、未然防⽌と品質管理⼒の評価を実現する。

活動の効果︓
・設計・工程段階でのリスクを未然に抽出し、低減
・設計起因や検出⼒不⾜によるクレーム、外損費を低減

‘07年対⽐ クレーム件数︓75%減少、外損費︓96%減少
・製造部全体に、FMEAの考え・活動を浸透化
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４．グローバル化
フェーズ3 環境法令対応⼒の強化
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FC
製

造
部

品質保証課

微粒⼦係

樹脂係

環境システム係

環境法令対応⼒の強化
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対応⼒の強化活動︓
1)品証課内に法令専門組織を設⽴
（狙い:適切な法令判断と育成のリーダー）
2)法令の継続的な研修実施
（狙い:社員のレベル引上げと継続的研鑽）
3)原料から量産化までの確認体制構築
（狙い︓法令漏れのリスク0）

'16年

担当1名

外部研修

専門1名,1名増

'17年 '18年

専門2名,1名増

１）専門組織の設⽴

１－１）環境法令対応部署を新設 １－２）外部研修等での育成、法令専門員を2名、担当1名

外部研修

2015年
K-reach施工



環境法令対応⼒の強化
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2)法令の継続的な研修実施

ポイント
1)営業、技術など開発の川上から、法令の仕組み・必要な対応を周知
「サンプルであっても、新規化学物質の登録が必要︕」など

2)新⼊社員、転⼊者にも漏れなく周知

‘23‘22‘21‘20‘19‘18‘17‘16‘15対象研修内容

〇〇〇〇〇〇〇〇品証、技術
営業

海外化審法登録
（韓国、中国、台湾）

〇〇〇品証、技術
営業

海外化審法登録
（欧州、米国）

〇〇〇〇品証、技術
営業新規化学物質申請

〇品証、技術韓国 LOC説明会

〇〇〇品証、技術SDS/GHSラベル研修

〇技術、製造リスクアセスメント研修

〇技術、営業中国VOC規制

〇品証、技術
営業PFAS規制



環境法令対応⼒の強化
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3)原料から量産化までの確認体制構築

技術部門で完結
化審法チェックはない

従来のフロー（〜2015）

新規原料購⼊

サンプル試作

顧客提出

評価合格

仕様書締結

量産試作

製造移管

DR時点でも、
化審法チェックは弱い

出荷国
化審法登録の有無

SDS作成
化審法登録の有無

DR 化審法登録の有無

新規原料購⼊

サンプル試作

顧客提出

評価合格

仕様書締結

量産試作

製造移管

DR 化審法登録の有無

変更フロー（2016〜）

ポイント
1)原料購⼊時から、WF申請での承認制
2)サンプル出荷時にSDSを作成、同時に化審法登録のチェック

品質保証部門のチェック



フェーズ3 まとめ

フェーズ3︓法令対応強化
専門組織設⽴やチェック体制構築で社会的要請を満たす品質保証体制を完成させる。

活動の効果︓
・法令対応の専門組織、専門家を育成し、コンサルに頼らない⾃⼰完結体制を構築
・法令チェック体制を構築し、インシデント発生リスクを低減
・営業・開発部隊が安⼼して開発できる法令対応基盤を構築

32



４．グローバル化
フェーズ４ 品質ガバナンス強化活動

33



https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/

・背景
2017年以降、世界の名⽴たる企業において、データ改ざんなど品質不祥事の報告が後を絶たず、
そのリスクは"0"ではないことが白日の下に晒された。

全社方針として”品質データのデジタル化・堅牢化”を掲げ、
2020年より、検査データの完全性確保に取り組む。

品質データ堅牢化活動

2
1

7

13

2

0

5

10

15

20

25

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

報道された品質問題の内容分類と推移
品質検査不正
不正⾏為
不当表示

ﾃﾞｰﾀ改ざん, 
19

資格偽装, 
6

品質検査
不正25件

特に品質不正については、品質に関する資源配分の不足や組織体制、内外
からのプレッシャー等による発生するとの仮説のもと、そのリスクの根元
を断つために、2020年から「組織体制の見直し」「品質データのデジタル
化・堅牢化」「品質コンプライアンス教育」「新規事業のレビュー強化」
に取り組んでいます。
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当社における品質保証の組織体制

35

〜2021年

高
機

能
プ

ラス
チ

ック
ス

C

技術・CS部 品質グループ

武蔵工場
各製造部

品質保証部

多賀工場
各製造部

品質保証部

水口工場
各製造部

品質保証部

高
機

能
プ

ラス
チ

ック
ス

C

技術・CS部 品質グループ

武蔵工場 各製造部 各品質保証課

多賀工場 各製造部 各品質保証課

水口工場 各製造部 各品質保証部

各製造部の下に個別の各品質保証課 品質保証部を製造組織から独⽴
してかつ一元化

2022年〜



https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/

品質データ堅牢化活動

品質データの堅牢化とは。。
「データの信頼性・正確性を高め、不正や改ざん、

誤⼊⼒などが発生しにくい仕組みにすること」

品質データに対する「堅牢化」の例
・データ⼊⼒時のチェック機能強化
・データ改ざん防⽌機能の導⼊
・トレーサビリティの確保
・承認ワークフローの整備

36

不正の正当化(不正を合理化する理由)

不正の
トライアングル

(不正発⽣の三要素)

不正誘発の三要素︓動機・正当化理由・機会
【ドナルド・クレッシー】

品質検査⾃動化＋堅牢化 → 人介在作業⽐率削減 ≒ 不正機会の撲滅
※機会を減少させることが、不正排除推進にとっては重要と判断



品質データ堅牢化活動の対策ポイント

37

人の介在を減らし不正・改ざんリスクを極小化

システムによる対策内容

データ測定

データ⼊⼒

合否判定

データ保管・管理

成績書発⾏

• ⼊⼒ツール活用
（人作業の最小化）

測定の⾃動化は⻑期テーマ

• 顧客締結仕様との整合管理
• ⾃動合否判定

• データ更新時の訂番管理
（原本の保管）

• システムで編集権限の限定

• ⾃動成績書作成

C-ｼｽﾃﾑ
（データ記録）

A-ｼｽﾃﾑ
（合否判定）

B-ｼｽﾃﾑ
（成績書発⾏）



ABC堅牢性レベルと堅牢化要件



品質データ堅牢化担保活動

高機能PC主要事業のリスクレベルと現状堅牢化度（活動開始時点）

【優先度判定】
・分野別ﾘｽｸ評定︓人命・法令(規格含む)・風聞可能性等により、５段階評価を設定
・現状堅牢化度 ︓品質組織体制、ｼｽﾃﾑ化水準等から、部門回答を元に設定

【推進順位】
・ﾘｽｸ評定順位が上位のBUから、事業規模、業界状況を勘案しｽｹｼﾞｭｰﾙ化・実⾏

1

2

3

4

5

1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5

リス
クレ

ベ
ル

堅牢化度

バルーン⼤︓売上高

A事業部

F
E

国内G会社

25年完了

単体3工場

海外G会社

B

C

DM

G

28年完了

28年完了
G

O

N

L

K

J
I H
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品質データ堅牢化（全体像）
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ALCOAとは︖

41

1999年、FDAがデータ品質を確保するために導⼊した基準であり、
ALCOAの展開はGCP-GMP-GLP-QMSの流れとなっている

※FDAとは「Food and Drug Administration（アメリカ⾷品医薬品局）」の略

データに必要な5要素
■帰属性（誰がやったか）

■判読性（読みやすさ）

■同時性（リアルタイム性）

■原本性（オリジナルであること）

■正確性（データの正しさ）

• Attributable

• Ｌegible

• Contemporaneous

• Original

• Accurate

①ALCOA教育の推進（Stepの考え方）

Step 内　容

Step1 ALCOA教育（対象：品証・品管）

Step2 ABｼｽﾃﾑ達成BUのALCOA視点確認

Step3 AB以外のALCOA確認・教育（製造部門）

Step4 育成（工場指導員の育成）

Step5 定着（QMSに反映・内部監査活用）

単体

Ｇ会社

対　象

ALCOA浸透のStep



フェーズ4 まとめ

フェーズ4︓品質ガバナンス強化活動
品質データのデジタル化・堅牢化”を掲げ、2020年より、検査データの完全性確保に取り組む。

活動の効果︓
・国内3工場にて、ABCシステムの堅牢化達成
・国内G会社、海外G会社への堅牢化計画策定と推進開始
・ALOCA教育・診断の開始
・社内にガバナンス強化、品質不正防⽌のマインド醸成

42



５．品質人材育成
１）品質保証部門に求められる⼒量

43



８．品質保証に求められる⼒量

44

従来の役割と求められる⼒量の変化

従来の品質保証役割
品質マネジメント規格遵守や不適合指摘、
是正処置の管理が基本的な役割。

求められる⼒量の変化
論理的説明⼒や製品設計理解、現場改
善⼒、評価分析、データ分析による意思
決定⼒が重要。

⼒量評価表の改定
・品質保証部で共通の評価項目を作成
・製品設計、現場改善、評価分析などの項目追加
・不⾜している⼒量を定量化、可視化



品質保証に求められる⼒量項目

45

■品質保証課員の共通⼒量評価項目

件数項 目区分

13品質保証⼒1

5方針管理2

9クレーム対応3

8原料・外注管理4

8化学物質管理5

6ＩＳＯ・監査対応6

6品質管理・DX7

5分析ソルーション8

5統計手法活用9

7教育・指導10

72合計



● 一人で出来る
● 聞きながら出来る
● 不⾜している

評価基準知識 実務 知識 実務 知識 実務 知識 実務
指定された指示を把握し情報展開出来る 特別試験依頼書の作成が出来る ● ● ● ● ● ● ● ●
イントラ画面の確認ができる イントラ情報の収集と解析ができる ● ● ● ● ● ● ● ●
品質データを確認できる クレーム是正報告書を作成できる ● ● ● ● ● ● ● ●
品質月報の⼊⼒内容を把握している 品質月報を作成することができる ● ● ● ● ● ● ● ●
三現主義に基いたデータ解析を⾏える 品質不具合改善を製造と推進できる ● ● ● ● ● ● ● ●
ＭＴ解析（品質工学）を理解している ＭＴソフトを活用しデータ解析が出来る ● ● ● ● ● ● － －
ＳＰＣ管理・工程能⼒を理解している ＳＰＣシステムを使い異常分析が出来る ● ● ● ● ● ● ● ●

知　識 実務スキル Ａさん Ｂさん Ｃさん Ｄさん

課のメンバー全員の⼒量が一つのリストになっていて、期毎にリストを更新。
→個々のメンバーのスキル上達の推移が分からない。

メンバー一人一人にスキル表を作成。
→期毎のスキル達成度・上⻑要求・本人計画
が明確に分かる（５段階評価）。

品質保証に求められる⼒量項目

現状

新規 記入者 上⻑要求 計画（本人） 実績（本人/上⻑）
年度 23下 24上 24下 25上 23上 23下 24上 24下 25上 23上 23下 24上 24下 25上

1) SPC(管理図)を理解し活用している 4 4 5 5 4 4 4 5 4 4 4 4 5
2) Cp/Cpk（工程能力）を理解し活用している 4 4 5 5 3 4 4 5 3 4 4 4 5
3) QC７つ道具を理解し活用している 4 4 4 4 3 3 4 4 3 3 4 4 4
4) （有意差）検定を理解し活用している 3 4 4 4 2 3 3 4 2 2 3 3 4
5) MSA（GR&R）を理解し活用している − 3 3 4 − 2 3 3 − − 1 2 3

スキル（知識・実践）

⾒直し
＊統計手法活用から抜粋表 ○○さんのスキル表

5 ： 出来て指導ができる
4 ： 一人で出来る
3 ： 出来るが指導・助言を受けることがある
2 ： 指示や手順を見ながらできる
1 ： できない
− ： 該当なし 46



上司要求

（年度初め）

現状分析

（年度初め）

上期計画

（年度初め）

上期実績

（上期末）

下期計画

（下期始め）

下期実績

（下期末）

47

評価の年間スケジュール

※ 期の⼒量計画前に、品証部にて⼒量項目⾒直し実施

結果に基づき
翌年の計画へ



--：23下 ー：24下
ー：24上 ー：25上

Aさん 経験年数︓1年未満(23下)、担当製品（顧客）あり

＜スキル習得率＞ ＜習得率グラフ＞

・レーダーチャートで項目別スキルを
視覚的に把握
→スキルＵＰ計画を⽴てやすい

・スキルＵＰ状況も容易に把握できる

項 目 習得率（グロススキル）
23下BM 24上 24下 25上 23下→24上 24上→24下 24下→25上

品質保証力 24% 33% 47% 54% 6 10 5
方針管理 28% 40% 40% 48% 3 0 2
クレーム対応 33% 40% 53% 67% 3 6 6
原料・外注管理 23% 35% 50% 50% 5 6 0
化学物質管理 23% 25% 30% 40% 1 2 4
ＩＳＯ・監査対応 53% 53% 53% 53% 0 0 0
品質管理・DX 18% 18% 30% 48% 0 5 7
分析ソルーション 32% 36% 40% 48% 1 1 2
統計手法活用 44% 44% 48% 48% 0 1 0
教育・指導 25% 30% 43% 48% 2 5 2
グロススキル(%) 29% 34% 44% 51% 21 36 28

スキルＵＰ度（点）

＜スキルＵＰ推移＞

48



５．品質人材育成
２）品質保証部門の育成
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全社でのモノづくり研修MAP（階層別）

50

人事部主催MIEC主催

マテリアリティキャリア開発B-2 ビジネススキル研修
(基礎〜応用)役割別管理者研修専門研修基礎研修

環
境

人
的
資
本

D
X
リ
テ
ラ
シ
ー
研
修

ガ
バ
ナ
ン
ス

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
貢
献
製
品

定
年
延
⻑
選
択
後
キ
ャ
リ
ア
研
修

定
年
延
⻑
選
択
前
キ
ャ
リ
ア
研
修

ス
ク
ー(

E
ラ
ー
ニ
ン
グ
）

（指名制）
新任役員研修

ビジネスリーダー育成研修
A-1:コーチング

A-2:コンピテンシー強化
B-1:マネジメント実践研修

工場⻑

部⻑

新任基幹職
キャリア
研修

評価者研修新任基幹職
研鑽会課

⻑
研
修

モ
ノ
づ
く
り
共
通
・
投
資

保
全

品
質

安
全

主事課⻑

人を動かす影響戦略

係
⻑
研
修

上級向
基礎研修上級係⻑

クリティカルシンキング
実⾏計画策定講座
⾃身と周囲への挑戦促進

巻き込み⼒
現
場
リ
ー
ダ
ー
研
修

中級向
基礎研修中級

作業⻑現
場
リ
ー
ダ
ー

目標設定型問題解決
発生型問題解決
方針管理基礎
組織貢献テーマの
明確化と実践

班⻑

関係構築ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
初級向

基礎研修初級一般 方針管理eラーニング
⾃分の持つ能⼒や
スキルの⾃覚と発揮

新⼊社員
合同研修



５．品質人材育成
２）活動事例 BP交流会
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Best Practice（BP）交流会

2022年の品証部門の独⽴化に伴い、4つの品証課が統合（武蔵工場）。
各課の品質活動について紹介し、良い活動を水平展開する目的で開催。

表 BP交流会テーマと有効性

有効性︓◎全体統合し運用、〇他部署展開

実施時期 紹介テーマ(13件) 有効性

2022 ＣＯＰＱ ◎
上期 防⾍管理

検査⾃動化
変更管理 ○

下期 是正処置 ○
ＳＰＣ管理

2023 品質管理システム ○
上期 未然防⽌ ○

⼒量評価 ◎
下期 品質データ堅牢化 ○

2024 方針管理
上期 原料・外注管理 ○

表 BP交流会の拡張（24下〜）
22上〜24上 24下〜

対象部署 武蔵工場 他拠点
4部署 4→10→18部署

開催頻度/期 2回 2回
報告件数/回 4テーマ 4→3テーマ

(質疑時間増加)
招待発表 なし 有り
開催場所 武蔵 拠点持回り
工場⾒学会 － 有り
平均参加人数 25名 47→70名

参加者要望もあり、他拠点へも展開。
招待発表や工場⾒学会も企画。

他部署の活動を聞き⾒聞深め、
よい活動は水平展開。

拡張
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Best Practice（BP）交流会

BP交流会の好事例を⾃部署の仕組みに落とし込むフロー（武蔵工場）

・品証部員は「品証部挑戦マインド」に従い、毎期「挑戦テーマ」を設定。
・新たな仕組み・標準等策定したら「仕組み制改定INDEX」へ登録。
・部内会議（懇談会）で仕組みを報告。→課⻑は評価
・良質な仕組みは表彰。 さらに、好事例は「BP交流会」で報告。

BP交流会の様子
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Best Practice（BP）交流会

表 仕組み制改定の評価項目と基準
評価項目 基 準

・仕組みの制改定に対して積極的に取組んでいる
（件数多い、速やかに制改定を実施）
・他部署のBPを積極的に取り入れている
仕組み導入により業務の作業性、効率、生産性が向上
（より正確に/早く/安く/楽になる）

高難度 難易度の高い仕組み、ルール、システムの導入
新規性 これまでになかった新しい仕組み、システムの導入
加点(＋α) 上記に該当しない要素で表彰に値するもの

積極性

効率UP

36

52

25
33 37

30 33 30

7

7
5

5
6

6

36

52

32

40 42
35

39
36

45%

86% 92% 92%
100% 96%

88%
96%

22上 22下 23上 23下 24上 24下 25上 25下
件数 表彰 総件数 参加率

仕組み制改定件数と表彰数、参加率（武蔵工場︓品証部員23名）

・毎期、30〜40件の仕組みが制改定。
・内、6件程度を評価基準に従い表彰。

*品証部挑戦マインドに則った評価基準
→品証部長、課長で評価

受賞者への賞品



５．品質人材育成
３）品質保証部門人材の課題
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品質保証部門の人員現状

56

高機能プラスチックスC 品質保証部門の人員構成
ここ数年で55歳以上の割合が急増。

割合年齢

29歳以下

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

今後の主な課題

１．ベテラン層・管理職の退職・役職定年
●ベテラン層の定年退職により、品質保証部門の知識と経験の喪失が懸念
●管理職の役職定年により、次世代管理職が必要

２．次世代の人材育成ができない
技術的背景を持つ次世代リーダーの計画的育成が不可⽋
だが、若手が少なく、リーダー候補者が乏しい

３．属人化による品証対応⼒の低下
品質判断や不具合対応が個人スキルに依存し、ベテラン層の退職により、対応⼒・スピードにばらつきが生じる懸念有り



品質保証部門の人員育成施策

57

１．技術開発部門の中堅社員の品証部派遣・ローテーション
開発部門の課題
・製品設計における未然防⽌活動の不⾜
・工程能⼒を無視した品質規格設定
・定常運用できない高度な検査の締結
・新規原料の法規制調査不⾜
・開発の後戻りによるDR遅延
⇒ 品質保証の視点を持つ技術者の育成品質保証部門開発研究所 製造部技術課品質保証部門

5〜10年目中堅社員5〜10年目中堅社員 1.5-2年預かり育成

品質保証部門の課題
・中堅のリーダークラスの社員の不⾜
・製品の技術的な知⾒不⾜
⇒ 派遣された技術課員から

将来の品証部門リーダー候補の選定、異動候補

２．新⼊社員からの品質保証部員育成

初級/中級 上級 管理職

初級/中級 上級 管理職

技術課

品証課

従来のスキーム

初級/中級 上級 管理職

初級/中級 上級 管理職

異動 異動

新⼊社員の採用はなし、技術からの異動したキャリアが⼤半

検討スキーム

技術課へ派遣後、品証課復帰

技術課

品証課

新⼊社員の採用、開発業務も経験させて、品証課員として育成
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グローバル化が求めたもの︓

１）再現可能な品質保証への転換

⇒データ化、可視化、システム化

２）守りから攻めの品質保証へ

⇒FMEA、DRBFMの導⼊による未然防⽌

３）環境法令への基盤強化

⇒専門組織と専門人材の育成

４）次世代人材育成への挑戦

⇒仕組みを維持・進化させる人材の確保

グローバル化によって品質保証は、「品質を保証する機能」から「事業成⻑を⽀える経営基盤」に進化。
その進化を継続するために、仕組みづくりと人材育成の両輪が不可⽋
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今後より必要とされる品質保証部員のスキル・マインド
① 品質保証プロセス構築⼒
変化する事業環境や顧客要求に対応し、⾃主的に品質保証の仕組みを設計・改善する⼒

② 品質コンプライアンス・データガバナンス⼒
品質データの信頼性を確保し、不正を防⽌するための知識・倫理観・管理⼒

③ データ活用⼒（データリテラシー）
データを正しく読み解き、課題発⾒や意思決定、改善⾏動につなげる⼒


